
利 用 上 の 注 意 
 

１． 本調査結果は、さいたま市が総務省統計局の確報集計を基に作成したものである。 

 

２． 端数処理を四捨五入により行っていることから、合計の数字と内訳の計とが一致し

ない場合がある。 

 

３． 統計表の中で用いた記号の意味は以下のとおりである。 

   「－」  ：該当する数値がないことを表す。 

   「0.0」  ：単位未満の数値であることを表す。 

   「△」  ：負（マイナス）の数値を表す。 

 

４． 過去の調査実施日は以下のとおり。（簡易調査を除く） 

     昭和 47年： 9月 1日 

     昭和 50年： 5月 15日 

     昭和 53年： 6月 15日 

     昭和 56年、61年、平成 3年、11年： 7月 1日 

     平成 8年、13年： 10月 1日 

 

５． 本調査結果に用いた産業分類は、原則として日本標準産業分類（平成 14年 3月総務

省告示第 139 号）に拠った。ただし、小分類の一部については、さらに分割したも

のを「07A」のように 3桁目をアルファベットで表示して使用している。またスペー

スの都合上、項目名を短縮して表示したものがある。 

 

６． 平成 13年のデータについては、さいたま市及び岩槻市のデータを、平成 8年以前の

データについては、浦和市、大宮市、与野市及び岩槻市のデータを、それぞれ便宜、

合計したものである。 


